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透明導電体層のパターン形状が目立たず、視認性が良好な、多層構造の透明導電性 フィルムを提供す
る。該 フィルムは、フィルム状の高分子樹脂で形成された透明な基材 1 1 と ；基材 1 1 上に積層された
第 1 のハ一 ドコー ト層 1 2 と ；第 1 のハ一 ドコ一 ト層 1 2 上に必要に応 じて積層される第 1 の透明誘電
体層 1 3 と ；第 1 の透明誘電体層 1 3 上に積層 された第 1 の透明導電体層 1 4 とを備 える。基材 1 1
は、 2 ~ 2 5 0 の膜厚を有する。第 1 のハー ドコー ト層 1 2 は、無機酸化物を含有 した硬化性樹脂
で形成され、 1 . 4 0 ~ 1 . 9 0 の屈折率および 0 . 5 ~ 6 µ の膜厚を有する。第 1 の透明誘電体層
1 3 は、無機物で形成され、 1 . 3 0 ~ 1 . 5 0 の屈折率および 1 0 ~ 5 0 n m の膜厚を有する。第 1
の透明導電体層 1 4 は、無機酸化物、金属、カーボンか らなる群か ら選ばれた少な くとも 1 種で形成さ
れ、パターン化されているとともに、 1 0 n m 〜 2 µ Γ の膜厚を有する。



明 細 書

発明の名称 ：透明導電性フィルムおよび製造方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、透明導電性フイルムに関し、特に、透明プラスチックフイルム

で形成された基材に、屈折率を制御 したハー ドコー ト層、透明誘電体層、透

明導電体層をこの順で積層 した透明導電性フイルムおよびその製造方法に関

する。

背景技術

[0002] 透明なプラスチックフィル厶の基材上に透明でかつ導電性の薄膜を積層 し

た透明導電性フィル厶は、その導電性を利用した用途、例えば液晶ディスプ

レイといったフラッ卜パネルや、スマ一 卜フォンや力一ナビゲ一ションおよ

びデジタルカメラなどに搭載されるタツチパネルに広く使用されている。

[0003] タツチパネルには、位置検出の方式により、光学式、超音波式、電磁誘導

式、静電容量式、抵抗膜式などがある。抵抗膜式のタツチパネルは、透明導

電性フイルムと、透明導電体層 （酸化インジウムスズ （以下、 「I T O」と

略記する。））を積層 したガラスが、 ドットスぺ一サ一を介 して対向する構

造となっている。透明導電性フイルムを押すことで、対向ガラス基板上の透

明導電体層 （I T O ) と透明導電性フイルムの有する透明導電体層 （I T O

) が、 ドットスぺ一サ一がないポイントで導通 し位置を決定している。その

ため、 ドットスぺ一サ一や I T O の強度低下による寿命が問題となる。一方

で、静電容量式のタツチパネルは、基材上にパターニングされた透明導電体

層を有 し、指などでタツチすることにより、指が持つ静電容量を検出し、タ

ツチによる設置点とパターニングされた透明導電体層との抵抗値に変化が生

じ、 2 次元の位置情報を正確に検出する。その構造のため、可動部分がない

ことが特徴であり、信頼性が高く、高寿命であり、透明度などの光学的な特

徴に優れている。

[0004] 上記のとおりタツチパネルでは、入力位置を検出するために、透明導電性



フイルムの透明導電体層等に所定のパターニングをする場合がある。 しか し

、パターニングによりパターン部 （透明導電体層等の有る部分）と非パター

ン部 （透明導電体層等の除去されたパターン開口部分）の光学特性が明確と

なり、表示素子として見栄えが悪 くなるおそれがある。特に、静電容量式の

タツチパネルにおいては、透明導電体層が表示部の前面に形成されるため、

透明導電体層をパターニング （パターン化） した場合にも見栄えがよいもの

が求められる。

[0005] 従来の透明導電性フイルムとしては、導電層形成フイルムと、導電層と、

導電層形成フィル厶と導電層との間に形成された金属酸化物からなるアンダ

—コ一 卜層 （導電性を有するものを除く）と、前記アンダーコ一 卜層と導電

層形成フイルムとの間に形成された前記金属酸化物に含まれる単一の金属元

素又は前記金属酸化物に含まれる少なくとも 1種を含む 2 種以上の金属元素

の合金からなる金属層を備えた透明導電性フイルムがある （特許文献 1、段

落 0 0 0 7 ) 。具体例として、 P E T フイルムの片側の面に、厚みが 1 n m

の珪素層、厚みが 6 0 n mの酸化亜鉛—酸化錫層、厚みが4 5 n mの酸化珪

素層、次いで厚みが 3 0 n mの I T 0 層が順に積層された構成が開示されて

いる （例えば、特許文献 1参照。）。

[0006] また、他の透明導電性フイルムとしては、透明プラスチックフイルムの一

面上に、少なくとも高屈折率層と低屈折率層と透明導電性層とが設けられた

透明導電性フィル厶であって、透明プラスチックフィル厶の他の一面にハ 一

ドコ一 卜層が設けられ、透明プラスチックフイルムと高屈折率層との間にハ

— ドコ一 卜層が設けられた透明導電性フイルムがある （例えば、特許文献 2

参照。）。

先行技術文献

特許文献

[0007] 特許文献1 ：特開 2 0 0 3 _ 1 9 7 0 3 5 号公報

特許文献2 ：特開平 1 1 —2 8 6 0 6 6 号公報

発明の概要



発明が解決しょうとする課題

[0008] しか しながら、これらの透明導電性フイルムを静電容量式のタツチパネル

に用いた場合に、導電層 （透明導電性層）をパターン化すると導電層のバタ

- ンの形状が目立って しまうといつた不具合があつた。

そこで、本発明は、導電層としての透明導電体層のパターン形状が目立た

ず、視認性が良好な、多層構造の透明導電性フイルムおよびその製造方法を

提供することを課題とする。

課題を解決するための手段

[0009] 本発明者 らは、上記課題を解決するために鋭意検討を行った。その結果、

透明導電性フイルムのハー ドコー ト層、透明誘電体層、透明導電体層におい

て、各層の厚み （膜厚）や屈折率を最適化することにより、パターン部と非

パターン部との光学特性の差が抑制されることを見出し、本発明を完成させ

た。

[00 10 ] 本発明の第 1 の態様に係る透明導電性フィル厶は、例えば図 1 に示すよう

に、フイルム状の高分子樹脂で形成された透明な基材 1 1 と ；基材 1 1 の一

方の面に積層された第 1 のハ一 ドコ一 卜層 1 2 と ；第 1 のハ一 ドコ一 卜層 1

2 の基材 1 1 側とは反対側の面に積層された第 1 の透明誘電体層 1 3 と ；第

の透明誘電体層 1 3 の第 1 のハ一 ドコ一 卜層 1 2 側とは反対側の面に積層

された第 1 の透明導電体層 1 4 とを備える。基材 1 1 は、 2 ~ 2 5 0 m の

膜厚を有する。第 1 のハ一 ドコ一 卜層 1 2 は、無機酸化物を含有 した硬化性

樹脂で形成され、 1 . 4 0 ~ 1 . 9 0 の屈折率および 0 . 5 ~ 6 m の膜厚

を有する。第 1 の透明誘電体層 1 3 は、無機物で形成され、 1 . 3 0 ~ 1 .

5 0 の屈折率および 1 0 ~ 5 0 n m の膜厚を有する。第 1 の透明誘電体層 1

3 は、必要に応 じて積層される。第 1 の透明導電体層 1 4 は、無機酸化物、

金属、力一ボンからなる群から選ばれた少なくとも 1 種で形成され、パター

ン化されているとともに、 1 0 n m ~ 2 m の膜厚を有する。

なお、 「パターン化」とは、エッチング法、 レーザ一アブレ一シヨン法、

スクリーン印刷等により、透明導電体層に所定の形状を形成することをいう



。パター ン化により透明導電性フイルムは、透明導電体層を有する部分 （パ

ター ン部 ：P ) と、透明導電体層を有 しない部分 （非パター ン部 ：N P ) を

備える。

[001 1] このように構成すると、ハー ドコー ト層、必要に応 じて積層される透明誘

電体層、および透明導電体層のそれぞれが適切な屈折率と膜厚を有するので

、パター ン形状が目立たず、視認性が良好な透明導電性フイルムを得ること

ができる。さらに、ハ一 ドコ一 卜層は、無機酸化物を含有 した硬化性樹脂で

形成されているため、含有させる無機酸化物の種類や量を調整することで所

望の屈折率を容易に得ることができる。また、ハー ドコー ト層は硬化性樹脂

で形成されているため、製造工程中の熱処理等により、高分子樹脂で形成さ

れた基材から才 リゴマ一等の低分子物質が溶出するのを防ぎ、透明誘電体層

への影響を抑制することができる。

[001 2] 本発明の第 2 の態様に係る透明導電性フイルムは、上記本発明の第 1 の態

様に係る透明導電性フイルムにおいて、基材 1 1 は、ポリエチレンテレフタ

レ一 卜、ポリエチレンナフタレ一 卜、 卜リアセチルセルロース、およびポリ

力一ボネ一 卜からなる群から選ばれた少なくとも 1種で形成される。第 1 の

ハー ドコー ト層 1 2 を形成する硬化性樹脂は、紫外線硬化性樹脂である。必

要に応 じて積層される第 1 の透明誘電体層 1 3 は、酸化珪素 （S i 0 2 ) で形

成される。第 1 の透明導電体層 1 4 は、酸化インジウム錫、酸化インジウム

亜鉛、ガリウム添加酸化亜鉛、アルミニウム添加酸化亜鉛、銀、銅、力一ボ

ンからなる群から選ばれた少なくとも 1種で形成される。

[001 3] 第 1 の透明導電体層に対 して、酸溶液を用いてエッチングによるパターン

化を行う場合には、第 1 の透明誘電体層を備え耐酸性の高い二酸化珪素で形

成することで、第 1 のハー ドコー ト層の劣化を防ぐことができる。また、さ

らに、第 1 の透明誘電体層を備えると、透明導電性フイルムの層数が増える

ので、透明導電性フィル厶全体の屈折率の調整がより容易になる。

[0014] 本発明の第 3 の態様に係る透明導電性フイルムは、上記本発明の第 1 の態

様または第 2 の態様に係る透明導電性フイルムにおいて、例えば図 3 に示す



ように、基材 1 1 の他方の面 に積層 された第 2 のハー ドコー ト層 1 を備

え ；第 2 のハ一 ドコ一 卜層 1 2 ' は、硬化性樹脂で形成 される。

[001 5] このように構成すると、基材の両面 にハー ドコー ト層が積層 されるため、

熱処理時に高分子樹脂で形成 された基材が変形 （例 えばカール 等）するのを

抑制することがで きる。 さ らに、第 2 のハー ドコー ト層が無機酸化物 を含有

しない場合 には、材料の調合の手間が省 けるため生産性 を向上 させることが

で きる。 さ らに、ハー ドコー ト層の製造 コス トを削減することがで きる。

[001 6] 本発明の第 4 の態様 に係 る透明導電性 フィル厶は、上記本発明の第 3 の態

様 に係 る透明導電性 フイルムにおいて、第 2 のハー ドコー ト層 1 2 ' は、第

1 のハ一 ドコ一 卜層 1 2 と同一の、無機酸化物 および硬化性樹脂で形成 され

る。

[001 7 ] このように構成すると、第 1 と第 2 のハー ドコー ト層は、同一の材料で製

造で きるため、生産性 を向上 させることがで きる。

[001 8] 本発明の第 5 の態様 に係 る透明導電性 フイルムは、上記本発明の第 4 の態

様 に係 る透明導電性 フ イル ム において、例 えば図 4 に示すように、第 2 のハ

- ドコ一 卜層 1 2 ' の基材 1 1 側 とは反対側の面 に必要 に応 じて積層 される

第 2 の透明誘電体層 1 3 ' と ；第 2 の透明誘電体層 1 3 ' の第 2 のハー ドコ

— 卜層 1 2 ' 側 とは反対側の面 に積層 された第 2 の透明導電体層 1 4 ' とを

備 える。第 2 のハー ドコー ト層 1 2 ' は、 1 . 4 0 ~ 1 . 9 0 の屈折率 およ

び 0 . 5 ~ 6 m の膜厚 を有する。必要 に応 じて積層 される第 2 の透明誘電

体層 1 3 ' は、無機物で形成 され、 1 . 3 0 ~ 1 . 5 0 の屈折率 および 1 0

~ 5 0 n m の膜厚 を有する。第 2 の透明導電体層 1 4 ' は、無機酸化物、金

属、 力一ボ ンか らなる群か ら選ばれた少な くとも 1 種で形成 され、パ ター ン

化 されているとともに、 1 0 n m ~ 2 m の膜厚 を有する。

[001 9 ] このように構成すると、透明導電体層 1 4 および 1 4 ' の各パ ター ンを異

なる形状 とすることがで きるため、投影型静電容量方式のタツチパネル に好

適な透明導電性 フイルム とすることがで きる。

[0020] 本発明の第 6 の態様 に係 る画像表示装置は、例 えば図 5 に示すように、上



記本発 明の第 1 の態様 〜第 5 の態様 の いずれ か 1 の態様 に係 る透 明導 電性 フ

イル ム を有 す るタ ツチパ ネル 4 3 と ；前 記透 明導 電性 フ イル ムの第 1 のハ 一

ドコ一 卜層 1 2 と反対 の側 に設 け られ た、 画像 パ ネル 4 とを備 え る。

[0021 ] この よ うに構成 す る と、 タ ツチパ ネル が、 透 明導 電体層 のパ ター ン形状 が

目立 たな い透 明導 電性 フ イル ム を備 えて い るため、 画像 パ ネル の表 示 の視 認

性 を向上 させ た画像表 示装 置 を得 る ことがで きる。

[0022] 本 発 明の第 7 の態様 に係 る透 明導 電性 フ ィル 厶の製 造方法 は、例 えば図 6

に示 す よ うに、 フ イル ム状 の高分 子樹 脂 で形成 され た透 明な基材 1 1 の一方

の面 に ウエ ッ トコーテ ィング法 によ りハ ー ドコー ト層 1 2 を積 層 す る工程 （

S 0 ) と ；必要 に応 じて、 ハ 一 ドコ一 卜層 1 2 の基材 1 1 側 とは反対側 の

面 に透 明誘 電体層 1 3 を積 層 す る工程 （S 0 2 ) と ；透 明誘 電体層 1 3 のハ

— ドコ一 卜層 1 2 側 とは反対側 の面 に透 明導 電体層 1 4 を積 層 す る工程 （S

0 3 ) と ；透 明導 電体層 1 4 をパ ター ン化 す る工程 （S 0 4 ) とを備 え る。

基材 1 1 は、 2 ~ 2 5 0 m の膜厚 を有 す る。 ハ 一 ドコ一 卜層 1 2 は、 無機

酸 化物 を含有 した硬 化性樹 脂 で形成 され、 1 . 4 0 ~ 1 . 9 0 の屈折率 お よ

び 0 . 5 ~ 6 m の膜厚 を有 す る。 必要 に応 じて積 層 され る透 明誘 電体層 1

3 は、 無機 物 で形成 され、 1 . 3 0 ~ 1 . 5 0 の屈折率 お よび 1 0 ~ 5 0 n

m の膜厚 を有 す る。 透 明導 電体層 1 4 は、 無機 酸 化物 で形成 され、 1 O n m

~ 2 m の膜厚 を有 す る。

[0023] この よ うに構成 す る と、 ハ ー ドコー ト層、 必要 に応 じて積 層 され る透 明誘

電体層、 お よび透 明導 電体層 の それ ぞれ が適切 な屈折率 と膜厚 を有 す るので

、 パ ター ン形状 が 目立 たず、視 認性 が良好 な透 明導 電性 フ イル ムの製 造方法

とな る。 さ らに、 ハ 一 ドコ一 卜層 は、 無機 酸 化物 を含有 した硬 化性樹 脂 で形

成 され るため、 含有 させ る無機 酸 化物 の種類 や量 を調整 す る ことで所望 の屈

折率 を有 す るハ ー ドコー ト層 を容 易 に製 造 す る ことがで きる。 また、 ハ ー ド

コ一 卜層 は硬 化性樹 脂 で形成 され るため、製 造工程 中の熱処理 等 によ り、 高

分 子樹 脂 で形成 され た基材 か ら才 リゴマ一等 の低 分 子物 質 が溶 出す るの を防

ぎ、 透 明誘 電体層へ の影響 を抑制 す る ことがで きる。 さ らに、 ハ ー ドコー ト



層はゥエツトコ一ティング法を用いることにより、毎分数十メ一 トルのライ

ン速度 （例えば約 2 0 m/ 分）で積層できるため、大量に製造でき、生産効

率を上げることができる。

発明の効果

[0024] 本発明の透明導電性フイルムは、透明導電体層、必要に応 じて積層される

透明誘電体層、さらにハ一 ドコ一 卜層の屈折率と膜厚をそれぞれ調整するこ

とにより、透明導電体層に施されたバタ一ン形状を目立たなくすることがで

きる。そのため、視認性が良好な、多層構造の透明導電性フイルムを得るこ

とができる。

図面の簡単な説明

[0025] [ 図1] 多層に構成された透明導電性フイルム 1 0 (透明誘電体層 1 3 を有する

場合）の層構成を説明する断面図である。

[ 図2] ( a ) および （b ) は、透明導電体層に形成するパターン形状の一例を

示す図である。

[ 図3] 多層に構成された透明導電性フイルム 2 0 (透明誘電体層 1 3 を有する

場合）の層構成を説明する断面図である。

[ 図4] 多層に構成された透明導電性フイルム 3 0 (透明誘電体層 1 3 、 1 3 '

を有する場合）の層構成を説明する断面図である。

[ 図5] 透明導電性フイルム 3 0 を有するタッチパネル を備えた画像表示装置 4

0 の断面図である。

[ 図6] 透明導電性フイルム （透明誘電体層を有する場合）を製造する工程を示

すフ口一チヤ一 卜である。

[ 図7] 実施例 1 ~ 6 、比較例 1 ~ 4 の層構成を示す図である。

発明を実施するための形態
[0026] この出願は、日本国で 2 0 1 0 年 7 月 9 日に出願された特願 2 0 1 0 _ 1

5 6 4 8 8 号に基づいており、その内容は本出願の内容として、その一部を

形成する。本発明は以下の詳細な説明によりさらに完全に理解できるであろ

う。本発明のさらなる応用範囲は、以下の詳細な説明により明らかとなろう



。しかしながら、詳細な説明および特定の実例は、本発明の望ましい実施の

形態であり、説明の目的のためにのみ記載されているものである。この詳細

な説明から、種々の変更、改変が、本発明の精神と範囲内で、当業者にとつ

て明らかであるからである。出願人は、記載された実施の形態のいずれをも

公衆に献上する意図はなく、改変、代替案のうち、特許請求の範囲内に文言

上含まれないかもしれないものも、均等論下での発明の一部とする。

[0027] 以下、図面を参照して本発明の実施の形態について説明する。なお、各図

において互いに同一または相当する部分には同一あるいは類似の符号を付し

、重複した説明は省略する。また、本発明は、以下の実施の形態に制限され

るものではない。

[0028] 次に、本発明について具体的に説明する。

[0029] [透明導電性フイルム 1 0 ]

図 1 を参照して、本発明の第 1の実施の形態に係る透明導電性フィル厶 1

0 について説明する。なお、図 1は多層に構成された透明導電性フイルム 1

0 の層構成を説明するものであり、各層の厚みは誇張されている。透明導電

性フイルム 1 0 は、基材としての透明プラスチック基材 1 1 と、ハードコ一

卜層 1 2 と、必要に応じて透明誘電体層 1 3 と、透明導電体層 1 4 を備える

。図 1 に示すように、透明プラスチック基材 1 1の一方の面 （図 1では透明

プラスチック基材 1 1の上側）には、ハードコート層 1 2 が積層される。ハ

—ドコ一卜層 1 2 上にはさらに必要に応じて透明誘電体層 1 3 が積層される

。透明誘電体層 1 3 上にはさらに透明導電体層 1 4 が積層される。このよう

に、透明導電性フイルム 1 0 は多層に構成される。

[0030] [透明プラスチック基材 1 1 ]

透明プラスチック基材 1 1 とは、フイルム状の高分子樹脂で形成された透

明な基材 1 1 をいう。透明プラスチック基材 1 1 には、フイルム状の高分子

樹脂として透明性を有する各種のプラスチックフイルムを用いることができ

る。透明性を有するプラスチックフイルムの材料としては、例えば、ポリエ

ステル系樹脂、アセテー ト系樹脂、ポリエーテルスルホン系樹脂、ポリ力一



ボネ一 卜系樹脂、ポ リアミ ド系樹脂、ポ リイミ ド系樹脂、ポ リオ レフ イ ン系

樹脂、 （メタ）アク リル系樹脂、ポ リ塩化 ビニル系樹脂、ポ リ塩化 ビニ リデ

ン系樹脂、ポ リスチ レン系樹脂、ポ リビニル アル コール系樹脂、ポ リア リレ

— 卜系樹脂、ポ リフエ二 レンサル ファイ ド系樹脂、 ノルボルネン系樹脂等の

樹脂が挙 げ られる。具体的には、ポ リエチ レンテ レフタ レ一 卜 （P E T ) 、

ポ リエチ レンナフタ レ一 卜、 卜リアセチルセル ロース、ポ リエーテルスルホ

ン、ポ リ力一ボネ一 卜、ポ リア リレー 卜、ポ リエ一テルエ一テルケ トン等が

好 ま しい。なお、ポ リエチ レンテ レフタ レ一 卜およびポ リエチ レンナフタ レ

一 卜は、機械的強度、寸法安定性、耐熱性、耐薬品性、光学特性等、 および

フィル厶表面の平滑性やハ ン ドリング性 に優れているためよ り好 ま しい。ポ

リカーボネー トは、透明性、耐衝撃性、耐熱性、寸法安定性、燃焼性 に優れ

ているためよ り好 ま しい。価格 入手の容易さをも考慮すると、ポ リエチ レ

ンテ レフタ レ一 卜が特 に好 ま しい。

[0031 ] 透明プラスチ ック基材 1 1 の膜厚 は、 2 ~ 2 5 0 m であ り、好 ま しくは

0 ~ 2 0 0 Ί であ り、特 に好 ま しくは 2 0 ~ 1 9 0 m である。透明プ

ラスチ ック基材 1 1 の膜厚が 2 m未満では基材の機械的強度が不足 し、透

明導電性 フ イル ム 1 0 の透明導電体層 1 4 の形成 およびパ ター ン形成等の作

業が難 しくなる。 また、膜厚が 2 5 0 m を超 えると、 タツチパネルの厚み

が厚 くなるために、携帯電話や携帯音楽端末な どのモパ イル機器等 に適 さな

くなる。

[0032] 透明プラスチ ック基材 1 1 は、易接着処理 （透明プラスチ ック基材 を製膜

する際に、 イ ンラ イ ンで易接着剤 を塗布する処理であ り、透明プラスチ ック

基材 とハ一 ドコ一 卜層の密着性 を向上 させる）、 プライマ 一 コ一 卜処理 （透

明プラスチ ック基材 を製膜後、オ フラインでプライマ 一 コ一 卜剤 を塗布する

処理であ り、透明プラスチ ック基材 とハ一 ドコ一 卜層の密着性 を向上 させる

) 、 コロナ放電処理、火炎処理、紫外線照射処理、電子線照射処理、オ ゾン

処理、 グロ一放電処理、 スパ ッタ リング処理な どの表面活性化処理 を施す こ

とが好 ま しい。表面活性化処理 によ り、 この基材上 に設 け られるハー ドコ一



卜層 1 2 の透明プラスチック基材 1 1 に対する密着性を向上させることがで

きる。

[0033] 透明プラスチック基材 1 1 には、硬化性樹脂を主成分とするハードコート

層 1 2 を設ける。ハ一ドコ一卜層 1 2 により、透明プラスチック基材 1 1の

光学干渉対策、力一ル対策、耐薬品性の付与、オリゴマーなどの低分子物質

の析出防止を可能にする。

[0034] [ハ一ドコ一卜層 1 2 ]

ハードコート層 1 2 は、透明プラスチック基材 1 1上に硬化性樹脂を積層

し、得られた塗膜を硬化させることで形成される。硬化性樹脂の積層には、

溶媒に溶解させた樹脂を均一にコ一ティングするゥエツトコ一ティング法を

用いることが好ましい。ウエットコーティング法としては、グラビアコ一卜

法やダイコ一卜法等を用いることができる。グラビアコ一卜法は、表面に凸

凹の彫刻加工が施されたダラビア口一ルを塗布液に浸し、グラビア口一ル表

面の凸凹部に付着した塗布液をドクタープレードで搔き落とし凹部に液を貯

めることで正確に計量し、基材に転移させる方式である。グラビアコ一 卜法

により、低粘度の液を薄くコーティングすることができる。ダイコ一卜法は

、ダイと呼ばれる塗布用へッドから液を加圧して押出しながらコーティング

する方式である。ダイコ一 卜法により、高精度なコーティングが可能となる

。さらに、塗布時に液が外気にさらされないため、乾きによる塗布液の濃度

変化などが起こりにくし、。その他のウエットコーティング法としては、スピ

ンコ一 卜法、バーコ一 卜法、リバ一スコ一 卜法、口一ルコ一 卜法、スリット

コ一卜法、デイツビング法、スプレーコ一卜法、キスコ一卜法、リバ一スキ

スコ一卜法、エア一ナイフコ一卜法、力一テンコ一卜法、ロットコ一卜法な

どを挙げることができる。積層する方法は、これらの方法から必要とする膜

厚に応じて適宜選択することができる。さらに、ウエットコーティング法を

用いることにより、毎分数十メートルのライン速度 （例えば約 2 0 m/ 分）

で積層できるため、大量に製造でき、生産効率を上げることができる。

[0035] ここで硬化性樹脂とは、加熱、紫外線照射、電子線照射などにより硬化す



る樹脂である。硬化性樹脂としては、シリコーン樹脂、アクリル樹脂、メタ

アクリル樹脂、エポキシ樹脂、メラミン樹脂、ポリエステル樹脂、ウ レタン

樹脂などが挙げられる。これらの硬化性樹脂の中で好ましくは、生産性上の

観点から、紫外線硬化性樹脂が好適である。紫外線硬化性樹脂は、通常、光

重合開始剤を添加 して使用される。光重合開始剤としては、例えば、各種の

ベ ンゾィン誘導体、ベ ンゾフエノン誘導体、フェ二ルケ 卜ン誘導体などが挙

げられる。光重合開始剤の添加量は、紫外線硬化性樹脂 1 0 0 重量部に対 し

て、 1 ~ 5 重量部とすることが好ましい。なお、硬化性樹脂は、塗布液とし

て用いることから、硬化前が液状であることが好ましい。

[0036] 塗布液 （ハー ドコー ト層塗布液）の硬化性樹脂成分の濃度は、例えば、ゥ

エツ トコ一ティング法等の積層方法に応 じた粘度に調整 して適切に選択する

ことができる。前記濃度は、 5 ~ 8 0 重量％が好ましく、より好ましくは、

0 6 0 重量％の範囲である。希釈溶剤としては、例えば、メチルイソプ

チルケ トン等を用いることができる。また、この塗布液には、必要に応 じて

公知の他の添加剤、例えば、界面活性剤などのレベ リング剤を添加 してもよ

し、。 レべ リング剤を添加すると、塗布液の表面張力をコン トロールすること

ができ、ハジキ、クレーター等のハー ドコー ト層形成時に生ずる表面欠陥を

抑制することができる。

[0037] ハー ドコー ト層塗布液には、硬化後のハー ドコー ト層 1 2 の屈折率を調整

するために無機酸化物を添加する。ハー ドコ一 卜層に含有される無機酸化物

の材料としては、 S ί 0 2、 A I 2 0 3、 S n 0 2、 Z r 0 2、 Τ ί 0 2等、およ

びこれらの複合酸化物等が挙げられる。また、複数の無機酸化物を混合 した

材料を用いてもよい。ハー ドコー ト層 1 2 の透明性の低下を防ぐためには、

無機酸化物の平均粒径は 1 ~ 1 0 0 n mの範囲であることが好ましい。無機

酸化物の添加量は、比重等により影響を受けるが、樹脂固形分の 5 ~ 5 0 重

量0/ 0が好ましく、より好ましくは 1 0 ~ 4 0 重量0/ 0の範囲である。このよう

に、ハー ドコー ト層には無機酸化物が添加されるため、添加する無機酸化物

の種類や量を調整することにより、所望の屈折率を有するハ一 ドコ一 卜層を



容易に得 ることができる。

[0038] ハー ドコー ト層 1 2 の屈折率は、 1 . 4 0 ~ 1 . 9 0 であ り、好ま しく 1

. 5 5 1 . 8 0 である。屈折率が 1 . 4 0 未満の場合は、透明誘電体層 1

3 との屈折率差が小さ くなるために、透明導電体層 1 4 をパターン化 した際

に、パターン部 と非パターン部 との光学特性が大 きくな り、パターン部が見

えやす くなる傾向となる。一方で、屈折率が 1 . 9 0 を超える場合は、例え

ば透明プラスチ ック基材 1 1 に P E T を用いた場合に、透明プラスチ ック基

材 1 1 との屈折率差が大 きくなるため、干渉等により透明導電性 フ イル ム 1

0 の視認性が低下する。

[0039] ハー ドコー ト層 1 2 の膜厚は 0 . 5 ~ 6 m であ り、好ま しくは 0 . 5 ~

1 . 5 m である。膜厚が 0 . 5 m 未満の場合には、硬化性樹脂の架橋構

造が形成 されに くくなるため、耐久性ゃ耐薬品性の低下が起 こる。一方で、

膜厚が 6 m を超える場合には、膜厚が厚 くな り過 ぎるために、全光線透過

率などの透明性の低下が起 こる。

[0040] 硬化性樹脂 を硬化させるための硬化処理 と しては、加熱、紫外線照射、電

子線照射等の硬化処理が挙げられる。なお、塗膜 に希釈溶媒を含む場合には

、通常、 7 0 ~ 2 0 0 °C の範囲内で数十分、塗膜 を加熱 し、塗膜中に残留 し

ている希釈溶媒を除いた後 に、硬化処理 を行 うことが好ま しい。加熱による

硬化 と しては、例えば、通常、 8 0 ~ 2 5 0 °C、好ま しくは 1 0 0 ~ 2 0 0

°C の加熱温度で加熱すればよい。 このとき、オープンを用いた場合には、 3

0 ~ 9 0 分間、ホ ッ トプレー トを用いた場合には、 5 ~ 3 0 分間加熱すれば

よい。 また、紫外線照射による硬化 と しては、 U V ランプ （例えば、高圧水

銀 ランプ、超高圧水銀 ランプ、 メタルハライ ドランプ、ハイパ ワーメタルハ

ライ ドランプ）か ら2 0 0 ~ 4 0 0 n mの波長の紫外線 を塗布液 に短時間 （

数秒〜数十秒の範囲内）照射すればよい。 また、電子線照射による硬化 と し

ては、 3 0 0 k e V 以下の自己遮蔽型の低エネルギー電子加速器か ら低エネ

ルギ一電子線 を塗布液 に照射すればよい。

[0041 ] [ 透明誘電体層 1 3 ]



透明誘電体層 1 3 の材料 としては、 N a F 、 B a F 2、 L i F 、 M g F 2、

C a F 2、 S i 0 2などの無機物が挙げられる。これ らのなかでも、 S i 0 2

であることが好ま しい。 S ί 0 2 は耐酸性が高いため、透明導電体層 1 4 を

酸溶液等によ りエッチング してパターン化する場合に、ハー ドコー ト層 1 2

の劣化を防 ぐことができる。

[0042] 透 明誘電体層 1 3 の形成方法としては、具体的には、スパ ッタ リング法、

真空蒸着法、イオンプレーティング法などの ドライプロセスや、シリカゾル

等を塗工することによ り透明誘電体層を形成するゥエツ ト法が挙げられる。

必要 とする膜厚に応 じて、前記方法を適宜選択することができる。 ドライブ

口セスを用いると、数 n m の膜厚か ら作製でき、均質でかつ平滑性に優れた

膜が作製できるため好ま しい。特に、スパ ッタ リングタ一ゲッ ト（成膜材料)

に純度のよいものを選ぷ ことで、ダス トゃパ一ティクルの少ない膜が作製で

きるため好ま しい。また、シリカゾルを用いると、成膜が容易であるため好

ま しい。

[0043] 透明誘電体層 1 3 の屈折率は 1 . 3 0 〜 1 . 5 0 であ り、好ま しくは 1 .

4 0 1 . 5 0 である。屈折率が 1 . 3 0 未満の場合、膜がポーラスとなる

ため、透明導電体層 1 4 を積層 した場合に透明導電体層 1 4 が均一な膜 とな

ることが困難 とな り、電気特性が低下 して しまう。一方、屈折率が 1 . 5 0

を超える場合、透明導電体層 1 4 との屈折率差が小 さくなるために、透明導

電体層 1 4 をパターン化 した際に、パター ン部 と非パターン部 との光学特性

を近づけることが困難となる。

[0044] 透明誘電体層 1 3 の膜厚は、1 0 〜 5 0 n m であり、好ま しくは 1 5 〜 4

5 n m であ り、特に好ま しくは 2 0 〜 3 0 n m である。 1 0 n m 未満である

と、不連続膜 とな り膜の安定性が低下する。一方、膜厚が 5 0 n m を超える

と透明性の低下などが起 こる。

[0045] [ 透 明導電体層 1 4 ]

透 明導電体層 1 4 の材料 としては、酸化亜鉛、酸化錫、酸化アル ミニウム、

酸化チタン、酸化インジウム、酸化インジウム錫 （I T O ) 、酸化インジ

訂正 された用紙 （規則 9 1)



ゥ厶亜鉛 （I z o ) 、ガリウム添加酸化亜鉛、フッ素添加酸化錫、アンチモ

ン添加酸化錫、アル ミニウム添加酸化亜鉛 （A Z O ) 、 シ リコー ン添加酸化

亜鉛、銀、銅、力一ボンなどが挙げられる。

[0046] 透明導電体層 1 4 の表面抵抗値は 1 0 ~ 1 0 0 0 Ω 口の範囲内が好まし

く、より好ましくは、 3 0 ~ 5 0 0 Ω / 口の範囲内である。透明導電体層 1

4 の膜厚は、この表面抵抗値を有する連続膜にするためには、 1 0 ~ 3 0 0

n mが好ましく、より好ましくは 2 0 ~ 2 0 0 n mである。

[0047] 透明導電体層 1 4 の形成方法としては、具体的には、無機酸化物を主成分

とするコーティング液によるウエット法や、スパッタリング法、イオンプレ

—ティング法、電子ビーム蒸着法、化学気相堆積法 （C V D ) などの ドライ

プロセスが挙げられる。 ドライプロセスを用いると、数 n mの膜厚から作製

でき、均質でかつ平滑性に優れた膜が作製できるため好ましい。特に、スパ

ッタリングターゲット （成膜材料）に純度のよいものを選ぶことで、ダス ト

やパーティクルの少ない膜が作製できるため好ましい。特に、 I T O を成膜

する場合、 ドライプロセスでは、ターゲット材料の酸化錫と酸化インジウム

の比率を変えることで、成膜される I T Oの錫とインジウムの比率を変える

ことができ、その結果、 I T Oの屈折率 （光学特性）等を変えることができ

る。ウエットプロセスを用いると、 I T O、 I Ζ Ο 、銀、銅、力一ボンなど

を塗料化 して、塗布、加熱乾燥、融着させることで、印刷等により簡便に成

膜できるため好ましい。

[0048] 透明導電体層 1 4 を形成 した後、透明導電体層 1 4 はエッチングされバタ

— ン化される。パター ン化は、透明導電性フイルム 1 0 が適用される用途に

応 じて、各種のパターンを形成することができる。透明導電体層 1 4 の表面

に、所望のパターン形状を有するマスク部を形成 し、露出部分をエッチング

液などで除去後、アルカリ液などによりマスク部を溶解させて、パターン化

する。エッチング液としては、酸が好適に用いられる。酸としては、例えば

、塩化水素、臭化水素、硝酸、硫酸、燐酸等の無機酸、酢酸、シユウ酸等の

有機酸、およびこれらの混合物、ならびにそれらの水溶液が挙げられる。但



し、パターン化の方法はこれに限定されるものではなく、 レーザ一アブレ一

シヨン法、スクリーン印刷法などの方法を使用 してもよい。パターン形状は

、例えば、図 2 の （a ) および （b ) に示すようなダイヤモン ド形状として

もよい。 しか し、形状はこれに限られず、三角形や四角形であってもよい。

なお、図 2 の （a ) および （b ) に示すパターンは、それぞれ矢印の方向に

電気的に接続される。

透明導電体層 1 4 に酸化ィンジゥ厶錫、酸化ィンジゥ厶亜鉛、ガリゥ厶添

加酸化亜鉛、アルミニウム添加酸化亜鉛からなる群から選ばれた少なくとも

1種の金属酸化物を使用する場合には、パターン化 した後、導電性を向上さ

せるために、 1 0 0 ~ 1 5 0 °Cの範囲内でァニール処理を施 して結晶化を向

上させることができる。透明導電体層 1 4 の結晶性が高いほど導電性が良好

となる。そのため、透明プラスチック基材 1 1 は 1 5 0 °C以上の耐熱性を有

することが好ましい。

[0049] [ 透明導電性フイルム 2 0 ]

図 3 を参照 して、本発明の第 2 の実施の形態に係る透明導電性フィル厶 2

0 について説明する。透明導電性フイルム 2 0 は、図 1 に示す透明プラスチ

ック基材 1 1 のハー ドコー ト層 1 2 側とは反対側の面に、さらにハー ドコ一

卜層 1 2 ' を備える。これにより、透明プラスチック基材 1 1 はハー ドコ一

卜層 1 2 と 1 2 ' に挟まれた構成となるので、透明プラスチック基材 1 1 が

カールするのをより抑制することができる。

ハ一 ドコ一 卜層 1 2 ' の材料、膜厚、屈折率、含有する無機酸化物は、そ

れぞれハー ドコー ト層 1 2 と同一であってもよく、または異なってもよい。

さらに、無機酸化物を含有 しなくてもよい。例えば、材料と含有物をハー ド

コ一 卜層 1 2 と同一にし、膜厚をハー ドコー ト層 1 2 よりも厚 くすると、成

膜 し易く作業性を向上させることができる。

[0050] [ 透明導電性フイルム 3 0 ]

図 4 を参照 して、本発明の第 3 の実施の形態に係る透明導電性フィル厶 3

0 について説明する。透明導電性フイルム 3 0 は、図 1 に示す透明プラスチ



ック基材 1 1 のハー ドコー ト層 1 2 側 とは反対側の面 に、 さ らにハー ドコ一

卜層 1 2 ' 、必要 に応 じて透明誘電体層 1 3 ' 、透明導電体層 1 4 ' を備 え

る。図 4 に示すように、ハー ドコー ト層 1 は透明プラスチ ック基材 1 1

の他方の面 （図 4 では透明プラスチ ック基材 1 1 の下側）に積層 される。ハ

— ドコ一 卜層 1 2 ' の下 にはさ らに必要 に応 じて透明誘電体層 1 3 ' が積層

される。透明誘電体層 1 3 ' の下 にはさ らに透明導電体層 1 4 ' が積層 され

る。 このように、透明プラスチ ック基材 1 1 の両面 に対称 となるように各層

が構成 される。

透明プラスチ ック基材 1 1 の両側 に形成 された透明導電体層 1 4 および 1

4 ' の各パ ター ンは、同一でもよいが、異なる形状であることがよ り好 ま し

し、。 例 えば、透明導電体層 1 4 には、図 2 ( a ) に示すパ ター ンを形成する

。透明導電体層 1 4 ' には、図 2 ( b ) に示すパ ター ンを、 （a ) のパ ター

ンと重な りがでないように形成する。 この とき、 （a ) と （b ) のパ ター ン

は、電気的接続の方向が交差 （直交を含む）するように形成 される。 このよ

うに、透明導電体層 1 4 と 1 4 ' のパ ター ンを組んで構成することによ り、

投影型静電容量方式のタツチパネル に好適 となるため、好 ま しい。

なお、透明誘電体層 1 3 と透明誘電体層 1 3 ' は、必要 に応 じて両層 を備

えてもよ く、 どち らか 1 層のみを備 えてもよ く、備 えな くてもよい。 また、

透明誘電体層 1 3 ' の材料、膜厚、屈折率 は、 それぞれ透明誘電体層 1 3 と

同一であ ってもよ く、 または異な ってもよい。 さ らに、透明導電体層 1 4 '

の材料、膜厚、屈折率 は、 それぞれ透明導電体層 1 4 と同一であ ってもよ く

、 または異な ってもよい。

また、各層の構成 は、透明導電性 フ イル ム 1 0 、 2 0 、 3 0 に限定される

ものではな く、他の構成 と してもよい。

[ 画像表示装置 4 0 ]

図 5 を参照 して、本発明の第 4 の実施の形態 に係 る画像表示装置 4 0 につ

いて説明する。画像表示装置 4 0 は、機械的処理 によ り映 し出された像 を表

示する画像パネル 4 と、 シール ド層 4 2 と、本発明に係 る透明導電性 フィ



ル 厶 3 0 を有するタツチパネル 4 3 と、保護層 4 4 とを備 える。図 5 に示す

ように、液晶デ ィスプ レイ等の画像パネル 4 1上 にシール ド層 4 2 が積層 さ

れ、 さ らにパ ター ン化 された透明導電体層 1 4 ( 図 4 参照）が上側 になるよ

うにタツチパネル 4 3 が載置 される。 さ らに、 タツチパネル 4 3 上 にはタツ

チパネル 4 3 を保護する保護層 4 4 が載置 される。なお、本発明の透明導電

性 フ イル ム を用いた画像表示装置は、画像表示装置 4 0 に限定されるもので

はな く、他の構成の表示装置であ ってもよい。例 えば、本発明の透明導電性

フ イル ム 1 0 および 2 0 を用いてもよい。 さ らに、複数の透明導電性 フ ィル

厶 1 0 、 または複数の透明導電性 フイルム 2 0 を、 それぞれ積層 して用いて

もよい。例 えば、透明導電性 フイルム 1 0 を、透明導電体層 1 4 を上 に した

状態で 2 枚重ねに して用いてもよい。 その場合、上方 に位置 した透明導電体

層 1 4 には、図 2 ( a ) に示すパ ター ンを形成 してもよい。 さ らに、下方 に

位置 した透明導電体層 1 4 には、図 2 ( b ) に示すパ ター ンを、 （a ) のパ

ター ンと重な りがでないように形成 してもよい。 この とき、 （a ) と （b )

のパ ター ンを、電気的接続の方向が交差 （直交を含む）するように形成する

ことが好 ま しい。 このように、 2 枚の透明導電性 フイルム 1 0 を重ね、 2 層

の透明導電体層 1 4 のパ ター ンを組んで構成 してもよい。

さ らに、 タツチパネル には、位置検 出の方式によ り、光学式、超音波式、

電磁誘導式、静電容量式、抵抗膜式な どがある。本発明の透明導電性 フ ィル

厶は、 いずれの方式のタツチパネルでも使用することがで きる。 中でも、透

明導電体層 に施 されたパ ター ン形状が 目立たないため、静電容量式のタツチ

パネル に好適である。

[ 透明導電性 フ ィル 厶 の製造方法 ]

図 6 を参照 して、本発明の第 5 の実施の形態 に係 る透明導電性 フィル 厶 の

製造方法 について説明する。 まず、 フ イル ム状の高分子樹脂で形成 された透

明な基材 1 1 の一方の面 にゥエツ トコ一テ ィング法 によ りハ一 ドコ一 卜層 1

2 を積層する （S 0 1 ) 。次 に、ハー ドコー ト層 1 2 の基材 1 1側 とは反対

側の面 に必要 に応 じて透明誘電体層 1 3 を積層する （S O 2 ) 。次 に、透明



誘電体層 1 3 のハ一 ドコ一 卜層 1 2側とは反対側の面に透明導電体層 1 4 を

積層する （S 0 3 ) 。最後に、透明導電体層 1 4 をパターン化する （S 0 4

) 。基材 1 1には、 2 ~ 2 5 0 mの膜厚を有するフイルムを用いる。なお

、本製造方法は、硬化性樹脂に無機酸化物を含有させる工程をさらに備える

。そのため、ハー ドコー ト層 1 2 は、無機酸化物を含有 した硬化性樹脂で、

1 . 4 0 1 . 9 0 の屈折率および 0 . 5 ~ 6 mの膜厚を有するように形

成される。透明誘電体層 1 3 は、無機物で、 1 . 3 0 ~ 1 . 5 0 の屈折率お

よび 1 0 ~ 5 0 n mの膜厚を有するように形成される。透明導電体層 1 4 は

、酸化亜鉛、酸化錫、酸化アルミニウム、酸化チタン、酸化インジウム、酸

化インジウム錫 （I T O ) 、酸化インジウム亜鉛 （I Z O ) 、ガリウム添加

酸化亜鉛、フッ素添加酸化錫、アンチモン添加酸化錫、アル ミニウム添加酸

化亜鉛 （A Z O ) 、シリコーン添加酸化亜鉛などの無機酸化物、銀および銅

などの金属、力一ボンからなる群から選ばれた少なくとも 1種で、 1 0 n m

~ 2 の膜厚を有するように形成される。その後、所定の形状にパターン

化される。なお、本製造方法は、ハー ドコー ト層をウエットコーティング法

により積層するため、毎分数十メー トルのライン速度 （例えば約 2 0 m/ 分

) で積層でき、生産効率を上げることができる。さらに、ハー ドコー ト層は

、無機酸化物を含有 した硬化性樹脂で形成されるため、含有させる無機酸化

物の種類や量を調整することでハ 一 ドコ一 卜層の屈折率を容易に調整するこ

とができる。

実施例

[0053] 以下、実施例により本発明を詳細に説明するが、本発明はこれらの実施例

に限定されるものではない。

[0054] [特性の測定方法および効果の評価方法]

本発明における特性の測定方法および効果の評価方法は次のとおりである

[0055] (全光線透過率）

J I S - K 7 3 6 に準拠 し、日本電色工業 （株）製 N D H— 5 0 0 0 を



用いて、全光線透過率を測定 した。

[0056] (色差）

J I S - Z 8 7 2 9 に準拠 し、 日本電色工業 （株）製 S D 5 0 0 0 を用い

て、パターン部 と非パターン部の透過光の L *、 a *、 b *値 を測定 し、色差 ∆

E * を算出 した。色差 ∆ Ε * は、パターン部 と非パターン部の L *、 a *、 b *値

の差、 ∆ Ι_ *、 ∆ a * ∆ b * を自乗 して足 し合わせ、その平方根をとることで

算出 した （∆ Ε 0 ) 。 この ∆ Ε * の値が小さいほどパターン部が見えにくく

なる。

[0057] (表面抵抗）

四端子法により、三菱化学アナ リテ ック （株）製 M C P —T 6 1 0 を用い

て、 I T O膜の表面抵抗 （Ω / 口）を測定 した。

[0058] (各層の厚み）

透明プラスチック基材 1 1 の膜厚は、ニコン製マイクロゲージ式厚み計M

F — 5 0 1 にて測定 した。その他の層の厚みについては、 日立製作所製の走

査型電子顕微鏡 S U 7 0 により断面観察 して測定 した。

[0059] (各層の屈折率）

各層の屈折率は、ァタゴ社製のアッベ屈折率計を用いて測定 した。

[0060] (視認性評価）

黒い板の上 に、 透明導電性 フィル 厶のサンプルを透明導電体層側が上 にな

るように置 き、 目視によりパターン部 と非パターン部 （パターン開口部）の

判別ができるか否かを下記基準で評価 した。

〇 ：パター ン部 と非パター ン部 （パター ン開口部）の判別が困難。

△ ：パター ン部 と非パター ン部 （パター ン開口部）とをわずかに判別でき

る。

X ：パター ン部 と非パター ン部 （パター ン開口部）とをはっきりと判別で

きる。

[0061 ] [ ハ一 ドコ一 卜層塗布液の調製 ]

(ハー ドコー ト層塗布液 （a 1 ) の調製）



アク リル系紫外線硬化性樹脂 （D I C (株）製 ：ュニディック 1 7 — 8

2 4 - 9 ) 1 0 0 重量部、コロイダルジルコニァ （日産化学 （株）製 ：ナノ

ユース O Z — S 3 0 K ) 6 3 重量部 とメチルイソプチルケ トン4 6 0 重量

部を混合 してハー ドコー ト層塗布液 （a 1 ) を調製 した。

[0062] (ハー ドコー ト層塗布液 （a 2 ) の調製）

アク リル系紫外線硬化性樹脂 （D I C (株）製 ：ュニディック 1 7 — 8

2 4 - 9 ) 1 0 0 重量部、コロイダルジルコニァ （日産化学 （株）製 ：ナノ

ユース O Z — S 3 0 K ) 5 0 重量部 とメチルイソプチルケ トン4 2 0 重

量部を混合 してハー ドコー ト層塗布液 （a 2 ) を調製 した。

[0063] (ハー ドコー 卜層塗布液 （a 3 ) の調製）

アク リル系紫外線硬化性樹脂 （D I C (株）製 ：ュニディック 1 7 _ 8 2

4 - 9 ) 1 0 0 重量部、メチルイソプチルケ トン 1 5 0 重量部を混合 して

ハー ドコー ト層塗布液 （a 3 ) を調製 した。塗布液 （a 3 ) は、コロイダル

ジルコニァを含まない。

[0064] [ 実施例 1 ]

(ハー ドコー ト層 （A 1 ) の形成）

膜厚 1 2 5 〃m のポ リエチ レンテ レフタ レー トフィルム （以下、P E T フ

イルムという）か らなる透明プラスチック基材の一方の面に、U V 硬化後に

膜厚が 0 . 8 i m になるように、ハー ドコー ト層塗布液 （a l ) を塗布 し、

ハー ドコー ト層 （A 1 ) を形成 した。

[0065] (ハー ドコー ト層 （B 1 ) の形成）

ハー ドコー 卜層 （A 1 ) が形成された P E T フィルムの、ハー ドコー ト層

( A ) が形成された面とは反対側の面に、U V 硬化後に膜厚 1 . 2 m に

なるように、ハー ドコー ト層塗布液 （a 1 ) を、バーコ一ターを用いて塗布

した。以後は、ハー ドコー ト層 （A 1 ) の形成 と同様の方法で形成 した。

[0066] [ 実施例 2 ]

(ハー ドコー ト層 （A 2 ) の形成）

ハー ドコー ト層塗布液 （a 1 ) をハー ドコー ト層塗布液 （a 2 ) に変えた

以外は、実施例 1 のハー ドコー ト層 （A 1 ) と同様の操作を行 って、ハー ド
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コ一 卜層 （A 2 ) を形成 した。ハー ドコー ト層 （A 2 ) の膜厚は 0 . 9 m

であった。

[0067] (ハー ドコー ト層 （B 2 ) の形成）

ハー ドコー ト層塗布液 （a 1 ) をハー ドコー ト層塗布液 （a 2 ) に変えた

以外は、実施例 1 のハー ドコー ト層 （B 1 ) と同様の操作を行 って、ハー ド

コ一 卜層 （B 2 ) を形成 した。ハー ドコー ト層 （B 2 ) の膜厚は 1 . 4 m

であった。

[0068] [ 実施例 3 ]

(ハ一 ドコ一 卜層 （A 3 ) の形成）

ハ 一 ドコ一 卜層塗布液 （a 1 ) で用いたァク リル系紫外線硬化性樹脂 をァ

ク リレ一 卜系紫外線硬化性樹脂 （ペル ノックス （株）製 ：ペル トロンX J C

- 0 5 6 3 - F L ) に変えた以外は、実施例 1 のハー ドコー ト層 （A 1 ) と

同様の操作を行 って、ハー ドコー ト層 （A 3 ) を形成 した。ハー ドコー ト層

( A 3 ) の膜厚は 0 . 8 mであった。

[0069] (ハー ドコー ト層 （B 3 ) の形成）

ハ 一 ドコ一 卜層塗布液 （a 1 ) で用いたァク リル系紫外線硬化性樹脂 をァ

ク リレ一 卜系紫外線硬化性樹脂 （ペル ノックス （株）製 ：ペル トロンX J C

- 0 5 6 3 - F L ) に変えた以外は、実施例 1 のハー ドコー ト層 （B 1 ) と

同様の操作を行 って、ハー ドコー ト層 （B 3 ) を形成 した。ハー ドコー ト層

( B 3 ) の膜厚は 1 . 3 mであった。

[0070] [ 実施例 4 ]

(ハー ドコー ト層 （A 4 ) の形成）

ハ 一 ドコ一 卜層塗布液 （a 1 ) で用いたァク リル系紫外線硬化性樹脂 をァ

ク リレ一 卜系紫外線硬化性樹脂 （東洋インキ製造 （株）製 ：リオデュラス T

Y T 8 0 - 0 ) に変えた以外は、実施例 1 のハー ドコー ト層 （A 1 ) と同

様の操作を行 って、ハー ドコー ト層 （A 4 ) を形成 した。ハー ドコー ト層 （

A 4 ) の膜厚は 0 . 8 mであった。

[0071 ] (ハー ドコー ト層 （B 4 ) の形成）



ハ一 ドコ一 卜層塗布液 （a 1 ) で用いたァクリル系紫外線硬化性樹脂をァ

クリレ一 卜系紫外線硬化性樹脂 （東洋インキ製造 （株）製 ：リオデュラスT

Y T 8 0 - 0 ) に変えた以外は、実施例 1 のハー ドコー ト層 （B 1 ) と同

様の操作を行って、ハー ドコー ト層 （B 4 ) を形成 した。ハー ドコー ト層 （

B 4 ) の膜厚は 1 . 5 mであった。

[0072] [ 比較例 1 ]

(ハー ドコー ト層 （B 5 ) の形成）

実施例 1 においてハー ドコー ト層 （A 1 ) を設けなかったこと以外は、実

施例 1 と同様の操作を行って、ハー ドコー ト層 （B 5 ) を形成 した。ハー ド

コ一 卜層 （B 5 ) の膜厚は、 1 . 5 mであった。

[0073] [ 比較例 2 ]

(ハー ドコー ト層 （A 6 ) の形成）

ハー ドコー ト層塗布液 （a 1 ) をハー ドコー ト層塗布液 （a 3 ) に変えた

以外は、実施例 1 のハー ドコー ト層 （A 1 ) と同様の操作を行って、ハー ド

コ一 卜層 （A 6 ) を形成 した。ハー ドコー ト層 （A 6 ) の膜厚は0 . 8 m

であった。

[0074] (ハー ドコー ト層 （B 6 ) の形成）

ハー ドコー ト層塗布液 （a 1 ) をハー ドコー ト層塗布液 （a 3 ) に変えた

以外は、実施例 1 のハー ドコー ト層 （B 1 ) と同様の操作を行って、ハー ド

コ一 卜層 （B 6 ) を形成 した。ハー ドコー ト層 （B 6 ) の膜厚は 1 . 3 m

であった。

[0075] [ 実施例 1 ~ 4 、比較例 1 ~ 2 共通]

( S i 0 2 透明誘電体層の形成）

実施例 1 ~ 4 および比較例 1 ~ 2 の透明誘電体層は、ハー ドコー ト層 （A

) ~ ( A 6 ) 上に、 S i タ一ゲッ卜材料を用い、アルゴンおよび酸素の混

合ガス雰囲気下で反応性スパッタリング法により形成 した。膜厚 3 0 n m、

屈折率 1 . 4 5 のS ί 0 2の薄膜を得た。

[0076] ( I Τ Ο 透明導電体層の形成）



次いで、透明誘電体層上に、酸化インジウム 9 8 質量％、酸化錫 2 質量％

のターゲッ トを用い、スパ ッタ リング法により透明導電体層を形成 した。膜

厚 3 0 n m の I T O膜を得た。次いで、 I T O 膜上に所定のパターン化され

たフォ トレジス ト膜を形成 した後、塩酸溶液に浸潰 し、 I T O 膜のエツチン

グを行い、パターンの形成を行 った。 I T O膜のパターン化後、この I T O

膜を 1 5 0 °C、9 0 分間の条件で加熱処理をして、I T O 膜部分を結晶化 し、

実施例 1 ~ 4 、比較例 〜 2 の透明導電性フィルムを得た。

[0077] 図 7 に実施例 1 〜 4 、比較例 1 〜 2 の I T O 透明導電性 フイルムの層構成

を示す。また、実施例 1 〜 4 、比較例 1 ~ 2 の I T O 透明導電性フィルムの

実験結果を表 1 に示す。

[0078] [表 1 ]

[ 実施例 5 、比較例 3 ]

実施例 5 および比較例 3 は、実施例 4 および比較例 2 において透明誘電体

層 （S i 0 2 ) を有 さず、透明導電体層を銀で形成 したものである。

(銀 透明導電体層の形成）

実施例 4 および比較例 2 のハー ドコー ト層 （A 4 ) および （A 6 ) 上に、

銀ナノ粒子を含有する塗布液 （Si Iver Nanpartic l e Ink, シグマ一アル ドリ

ツチ ジャパン製）を、バーコ一 ターを用いて塗布 した。得 られた塗膜を 1
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2 0 °Cで 6 0 秒間乾燥 し、透明導電体層を形成 した。

[0080] 図 7 に実施例 5 、比較例 3 の銀透明導電性 フィルムの層構成を示す。また、

実施例 5 、比較例 3 の銀透明導電性 フ ィルムの実験結果 （屈折率）を表 2 に

示す。

[0081 ] [ 実施例 6 、比較例 4 ]

実施例 6 および比較例 は、実施例 4 および比較例 2 において透明誘電体

層 （S i 0 2 ) を有 さず、透明導電体層をカーボンで形成 したものである。

( カーボンノ透明導電体層の形成）

実施例 4 および比較例 2 のハー ドコー ト層 （A 4 ) および （A 6 ) 上に、

カーボンナノ粒子を含有する塗布液 （E P T D L — 2 M I B K , 三菱マテ

リア化成 （株 ) ）を、バー コ一ターを用いて塗布 した。得 られた塗膜を 1 2

0 °Cで 6 0 秒間乾燥 し、透明導電体層を形成 した。

[0082] 図 7 に実施例 6 、比較例 4 のカーボン透明導電性 フ ィルム の層構成を示す。

また、実施例 6 、比較例 4 の カーボン透明導電性 フ ィル ムの実験結果 （屈折

率）を表 3 に示す。

[0083] [表 2 ]

[0084]

表 1 に示 したとお り、本発明の範囲を満足する実施例 1 ~ 4 に記載の透明

導電性フィルムは、透明導電体層をパターン化 しても、パター ン部と非バタ

ーン部との相違が強調されることはなか った。そのため、タツチパネル等の
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前面に配置して用いた際に、視認性に優れるものであった。一方、層構成が

適切でない透明導電性フイルム （比較例 1 ) や、無機酸化物を含有しないハ

—ドコ一卜層を備えた透明導電性フイルム （比較例 2 ) は、パターン部が見

えるために視認性が劣つた。

[0086] 上記のとおり、本発明の透明導電性フイルムは、ハードコート層/ 透明誘

電体層/ 透明導電体層をこの順に積層した構成を有し、各層の膜厚および屈

折率がそれぞれ制御される。そのため、透明導電体層をパターン化した際に

、パターン部 （透明導電体層の有る部分）と非パターン部 （透明導電体層の

除去された、パターン開口部分）の光学特性の差を非常に小さくできる。よ

つて、タツチパネルに用いて表示体の前面に配置しても透明導電体層のパタ

—ンを見えにくくでき、タツチパネルの視認性を良好にすることができる。

さらに、ハ一 ドコ一卜層は、無機酸化物を含有しているため、無機酸化物の

種類や量を調整することで、容易にハ一 ドコ一卜層の屈折率を調整すること

ができる。さらに、無機酸化物の種類や量を調整することで、ハードコート

層の屈折率のバ リエーションを増やせるため、上層となる透明誘電体層およ

び透明導電体層の屈折率の選択肢を広げることができる。さらに、透明ブラ

スチック基材の両面にハ一 ドコ一卜層を積層した場合には、透明プラスチッ

ク基材がカ一ルするのを極めて抑制することができる。

産業上の利用可能性

[0087] 本発明の透明導電性フイルムは、透明導電体層のパターン部と非パターン

部との光学特性差が小さく、タツチパネル等の表示体の前面に配置した際に

、透明性および視認性に優れるため、タツチパネル用透明導電性フイルムと

して特に好適である。

[0088] 本発明の説明に関連して （特に以下の請求項に関連して）用いられる名詞

および同様な指示語の使用は、本明細書中で特に指摘したり、明らかに文脈

と矛盾したりしない限り、単数および複数の両方に及ぶものと解釈される。

語句 「備える」、 「有する」、 「含む」および 「包含する」は、特に断りの

ない限り、オープンエンドターム （すなわち 「〜を含むが限定しない」とい



う意味）として解釈される。本明細書中の数値範囲の具陳は、本明細書中で

特に指摘 しない限り、単にその範囲内に該当する各値を個々に言及するため

の略記法としての役割を果たすことだけを意図 しており、各値は、本明細書

中で個々に列挙されたかのように、明細書に組み込まれる。本明細書中で説

明されるすべての方法は、本明細書中で特に指摘 したり、明らかに文脈と矛

盾 したりしない限り、あらゆる適切な順番で行うことができる。本明細書中

で使用するあらゆる例または例示的な言い回 し （例えば 「など」）は、特に

主張 しない限り、単に本発明をよりよく説明することだけを意図 し、本発明

の範囲に対する制限を設けるものではない。明細書中のいかなる言い回 しも

、本発明の実施に不可欠である、請求項に記載されていない要素を示すもの

とは解釈されないものとする。

[0089] 本明細書中では、本発明を実施するため本発明者が知っている最良の形態

を含め、本発明の好ましい実施の形態について説明 している。当業者にとつ

ては、上記説明を読んだ上で、これらの好ましい実施の形態の変形が明らか

となろう。本発明者は、熟練者が適宜このような変形を適用することを期待

しており、本明細書中で具体的に説明される以外の方法で本発明が実施され

ることを予定 している。従って本発明は、準拠法で許されているように、本

明細書に添付された請求項に記載の内容の修正および均等物をすベて含む。

さらに、本明細書中で特に指摘 したり、明らかに文脈と矛盾 したりしない限

り、すべての変形における上記要素のいずれの組合せも本発明に包含される

符号の説明

[0090] 1 0 、 2 0 、 3 0 透明導電性フイルム

1 1、 1 基材、透明プラスチック基材

1 2 、 1 2 ' ハ一 ドコ一 卜層

1 3 、 1 3 ' 透明誘電体層

1 4 、 1 4 '

4 0 画像表示装置



画像 ノ《ネリレ

シ ー ル ド層

タッチパネリレ



請求の範囲

[ 請求項 1] フ ィルム状の高分子樹脂で形成 された透明な基材 と ；

前記基材の一方の面に積層された第 1 のハー ドコー ト層 と ；

前記第 1 のハー ドコー 卜層の前記基材側 とは反対側の面に必要に

応 じて積層 される第 1 の透明誘電体層 と ；

前記第 1 の透明誘電体層の前記第 1 のハー ドコー ト層側 とは反対

側の面に積層 された第 1 の透明導電体層とを備え ；

前記基材は、 2 ~ 2 5 O i m の膜厚を有 し、

前記第 1 のハー ドコー ト層は、無機酸化物を含有 した硬化性樹脂

で形成 され、 1 . 4 0 ~ 1 . 9 0 の屈折率および 0 . 5 〜 6 j m の

膜厚を有 し、

前記第 1 の透明誘電体層は、無機物で形成され、 1 . 3 0 〜 1 .

5 0 の屈折率および 1 0 ~ 5 0 n m の膜厚を有 し、

前記第 1 の透明導電体層は、無機酸化物、金属、カーボンか らな

る群か ら選ばれた少な くとも 1 種で形成され、ノ《ターン化されてい

るとともに、 1 0 n m 〜 2 m の膜厚を有する、

透明導電性 フィルム。

[ 請求項 2] 前記基材は、ポ リエチ レンテ レフタ レー ト、ポ リエチ レンナフタ

レー ト、 トリァセチルセル ロース、およびポ リカーボネー トか らな

る群か ら選ばれた少な くとも 1 種で形成され、

前記第 1 のハー ドコー ト層を形成する硬化性樹脂は、紫外線硬化

性樹脂であ り、

前記必要に応 じて積層される第 1 の透明誘電体層は、酸化珪素（S

i 0 2 ) で形成 され、

前記第 1 の透明導電体層は、酸化インジウム錫、酸化インジウム

亜鉛、ガリウム添加酸化亜鉛、アル ミニウム添加酸化亜鉛、銀、銅、

カーボンか らなる群か ら選ばれた少な くとも 1 種で形成 される、

請求項 1 に記載の透明導電性 フィルム。
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[ 請求項 3 ] 前記基材の他方の面 に積層 された第 2 のハ一 ドコ一 卜層 を備 え ；

前記第 2 のハ一 ドコ一 卜層は、硬化性樹脂で形成 された、

請求項 1 または請求項 2 に記載の透明導電性 フィル 厶。

[ 請求項 4 ] 前記第 2 のハー ドコー ト層は、前記第 1 のハー ドコー ト層 と同一の

、無機酸化物 および硬化性樹脂で形成 された、

請求項 3 に記載の透明導電性 フィル厶。

[ 請求項 5 ] 前記第 2 のハ ー ドコー 卜層の前記基材側 とは反対側の面 に必要 に応

じて積層 される第 2 の透明誘電体層 と ；

前記第 2 の透明誘電体層の前記第 2 のハー ドコー 卜層側 とは反対側

の面 に積層 された第 2 の透明導電体層 とを備 え ；

前記第 2 のハー ドコー ト層は、 1 . 4 0 ~ 1 . 9 0 の屈折率 および

0 . 5 ~ 6 m の膜厚 を有 し、

前記必要 に応 じて積層 される第 2 の透明誘電体層は、無機物で形成

され、 1 . 3 0 ~ 1 . 5 0 の屈折率 および 1 0 ~ 5 0 n m の膜厚 を有

し、

前記第 2 の透明導電体層は、無機酸化物、金属、 カーボ ンか らなる

群か ら選ばれた少な くとも 1 種で形成 され、パ ター ン化 されていると

ともに、 1 0 n m ~ 2 m の膜厚 を有する、

請求項 4 に記載の透明導電性 フィル 厶。

[ 請求項 6 ] 請求項 1 〜請求項 5 のいずれか 1 項 に記載の透明導電性 フィル厶を

有するタツチパネル と ；

前記透明導電性 フ イル ム の 第 1 のハ一 ドコ一 卜層 と反対の側 に設 け

られた、画像パネル とを備 えた ；

画像表示装置。

[ 請求項 7 ] フ イル ム状の高分子樹脂で形成 された透明な基材の一方の面 にゥェ

ッ トコ一テ ィング法 によ りハ一 ドコ一 卜層 を積層する工程 と ；

必要 に応 じて、前記ハ ー ドコー 卜層の前記基材側 とは反対側の面 に

透明誘電体層 を積層する工程 と ；



前記透明誘電体層の前記ハー ドコー 卜層側 とは反対側の面 に透明導

電体層 を積層する工程 と ；

前記透明導電体層 をパ ター ン化する工程 とを備 え ；

前記基材は、 2 ~ 2 5 0 m の膜厚 を有 し、

前記ハ ー ドコー 卜層は、無機酸化物 を含有 した硬化性樹脂で形成 さ

れ、 1 . 4 0 ~ 1 . 9 0 の屈折率 および 0 . 5 ~ 6 m の膜厚 を有 し

必要 に応 じて積層 される前記透明誘電体層は、無機物で形成 され、

1 . 3 0 1 . 5 0 の屈折率 および 1 0 ~ 5 0 n m の膜厚 を有 し、

前記透明導電体層は、無機酸化物で形成 され、 1 0 n m ~ 2 m の

膜厚 を有する、

透明導電性 フィル厶の製造方法。
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